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　最終予算額　 （Ａ)

　決　算　額 （Ｂ)

Ｂ(H24はＡ）のうち一般財源

 従事する職員数

 概算人件費 （Ｃ）

　概算事業費　（Ｂ(H24はA)＋Ｃ）

④
事
業
の
成
果

事業の目標(H23)

4428

bunsho@pref.nagano.lg.jp

③
事
業
実
績

成果指標・活動指標内容

年度末文化財指定件数（成）

23年度

950

単位

（効率指標　算出式）
文化財指定調査事業決算額／年度毎の文化財指定件数

1,195

992

内　線

E-mail

左記以外のH23年度実績

評価区分

1,175

109

期待どおり

事業成果・評価

b
・文化財指定を行い、告示することで、所有者が文化財を適切に保護する
とともに、地域の重要な文化財として広く周知することができた。
・H23年度末の文化財指定等の件数は1,175件となった。
・開発事業に関わる事前の遺跡保護協議を行い、開発と保護の事業調整
を実施し、埋蔵文化財の適切な保護を行った。
以上により、概ね期待どおりであった。

・保護すべき文化財の指定等を進めるとともに、文
化財所有者等が行う修理事業等を支援し、県民共
有の財産である文化財の保護・継承を図る。
(H24年度末文化財指定件数目標1,100件)
・埋蔵文化財の適切な保護を図る。

<効率指標(単位当りｺｽﾄ等)>
　文化財指定件数

件

⑥
総
合
分
析
等

総合分析
(今後の課題、
取組方針等)

・貴重な文化財を後世に継承するためには、修理等が不可欠であり、必要に応じて補助金を支出し、文化財の適切
な保存・活用を推進する必要がある。
・開発事業や埋蔵文化財包蔵地の現況を把握し、埋蔵文化財の適切な保護が図られるよう保護協議を進めるととも
に、組織体制が脆弱な市町村への支援を進める必要がある。

特記事項

・貴重な文化財の保護を図るため、文化財指定を推進しており、
補助対象となる文化財は増加している。
・文化財保護法等の精神から、文化財の保護は行政の責務であ
る。

判　定　・　説　明

判
定
の
説
明

□　増加

□　余地なし ■　当面余地なし

□　減少

事業改善（有効性・
効率性）の余地

□　余地あり□　余地なし ■　当面余地なし

事業ニーズの変化 ■　横ばい

□　余地あり

⑤
事
業
の
課
題

22年度

土木工事等に伴う埋蔵文化財
発掘届出件数（活）

1,119

区　分

県の関与を見直す
余地

1,057

74,853 74,322 74,322

千円
　　　　件

件

126,545 124,160

24年度（見込）

38 107

9.00 9.00

23年度事業費の主な内訳

千円 55,556 49,838 報償費（文化財パトロール員への報償等）1,327千円
旅費（文化財保護審議委員の旅費等）3,105千円
需用費（文化財要覧印刷製本費等）806千円
委託料（埋蔵文化財パトロール等）718千円
使用料及び賃借料（発掘調査重機賃借等）1,089千円
補助金（文化財修理事業への補助等）44,479千円

千円 56,379 52,223 ―

千円

②
事
業
コ
ス
ト

区　　分 単位 22年度

　概　算
　人件費

人 9.00

千円 131,232

千円

23年度 24年度（当初）

52,850 46,248

58,052

49,345

国庫補助事業・
県単独事業

①
　
事
 
業
 
の
 
概
 
要
 
等

目　的
(必要性)

国・県指定等の文化財及び埋蔵文化財を適切に保護し、その活用を図るとともに、後世に継承し文化の向上を図る。

対　象 市町村、文化財所有者等

目指すべき姿

文化財指定等による文化財保護の推進及び支援を行うことで、多くの県民が地域の文化財を理解し、適切に保護・保存し、未
来に継承する。
（平成24年度末までに、文化財指定件数を1,100件とする。）

事業内容

・　所有者が行う国・県指定等の文化財の保存修理、防災設備事業に要する経費に対する補助　【補助率１／２以内】
・　文化財保護審議委員による文化財調査の実施及び文化財指定のための審議会開催
・　文化財保護指導員等による文化財及び埋蔵文化財パトロールの実施
・　長野県遺跡調査指導委員会の開催
・　市町村埋蔵文化財担当者発掘調査技術研修会の開催、長野県埋蔵文化センター調査研究員研修の実施

07 06

文化財保護法、文化財保護条例、文化財保護事業補助金要綱、長野県遺跡調査指導委員会設置要綱

実施方法
国庫･
県単

県が直接実施・長野県考古学会へ委託して実施

実施期間 S25 根拠法令等

平成24年度事務事業評価シート （23年度実施事業分）

事業番号 中期総合計画主要施策番号 4-03 部・課 教育委員会事務局文化財・生涯学習課
担
当
課事　業　名 文化財総合対策事業（埋蔵文化財含む）
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